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平成 21 年 特別区人事委員会勧告の概要 
 

平成 21 年 10 月８日（木） 

特 別 区 人 事 委 員 会 

 

 職員の給与に関する報告（意見）・勧告  

Ⅰ 職員と民間従業員との給与の比較 

 １ 民間給与実態調査の内容（平成 21 年４月） 

区  分 内         容 

調査対象規模 企業規模 50 人以上で、かつ事業所規模 50 人以上の事業所 

事 業 所 数 特別区内の 958 民間事業所を実地調査（調査完了 746 事業所）

２ 職員給与等実態調査の内容（平成 21 年４月） 

民間従業員と比較した職員 
職 員 数 

職 員 数 平 均 給 与 平 均 年 齢 

62,095 人 30,495 人 426,373 円 44.2 歳 

 

３ 公民比較の結果 

  ○月例給与 

民間従業員 職   員 差 

424,768 円 426,373 円 △1,605 円（△0.38％）

（注）民間従業員、職員ともに本年度の新卒採用者は、含まれていない 

○特別給の年間支給月数 

民間従業員 職   員 差 

4.17 月分 4.50 月分 △0.33 月分  

 

 

１ 月例給与、期末手当・勤勉手当（ボーナス）ともに引下げ 

 ○職員給与が民間給与を上回っており、公民較差（△1,605 円、△0.38％）を解消する

ため、給料表の引下げ改定 

○期末手当・勤勉手当（ボーナス）の引下げ（△0.35 月分 現行 4.5 月分→4.15 月分)

 

２ 給与構造の改革 

○地域手当の支給割合の見直し 

現行の 16％から 17％に引上げ、引上げ分と同率程度、給料月額を引下げ 

   ○給与カーブのフラット化 

若年層の引下げを緩和し、中高齢層職員との世代間配分の是正を図る 

 

◎職員の平均年間給与は、約△18 万３千円（△2.6％）  

〔本年の勧告のポイント〕 
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Ⅱ 改定の内容 

１ 給料表 

・公民較差の解消のため、給料月額を引下げ 

・地域手当の支給割合の引上げ分（１％）と同率程度、給料月額を引下げ 

・Ⅰ類初任給までの号給等の給料月額は据え置き、若年層については引下げを緩和 

・医療職給料表(一)は、医師の処遇確保の観点から引下げ改定なし 

 

２ 地域手当の支給割合の改定 

    ・平成 22 年度までに段階的に引き上げることとし、本年は 16％から 17％に引上げ 

 

 ３ 行政職給料表（一）の初任給 

区  分 給料月額 

Ⅰ類（大学卒程度） 181,200 円（据置き） 

Ⅲ類（高校卒程度） 143,000 円（据置き） 

 

４ 配分    

 地域手当の支給割合

の変更に伴う配分 

平成 21 年較差 

解消による配分 
合 計 

給    料 △3,099 円 △1,372 円 △4,471 円 

諸 手 当    -     -    - 

地域手当 3,594 円     -  3,594 円 

はね返り △495 円 △233 円 △728 円 

計 
０円 

※配分の変更のみ 
△1,605 円 △1,605 円 

    

５ 期末手当・勤勉手当 

  ・民間における特別給の支給状況、人事院勧告や他の地方公共団体の動向を勘案し、

年間の支給月数を現行 4.5 月分から 4.15 月分に 0.35 月分引下げ 

  ・本年６月期の特例措置により凍結した 0.2 月分については、支給しないこととし、

残りの 0.15 月分は本年度中に支給する期末手当・勤勉手当から差し引く   

   

○年間支給月数(再任用職員以外の職員の場合)      

  現 行 勧 告 

期末手当 3.0 月分 2.75 月分 

勤勉手当 1.5 月分 1.4 月分 一般職員 

計 4.5 月分 4.15 月分 

期末手当 2.6 月分 2.35 月分 

勤勉手当 1.9 月分 1.8 月分 管理職員 

計 4.5 月分 4.15 月分 
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（参考１）改定による平均年間給与の減少額（公民比較対象職員） 

改定前 改定後 差 

約 7,117 千円 約 6,934 千円 約△183 千円(△2.6％) 

 

（参考２）モデルケースによる試算 

○ケース１ 係員（１級 29 号給、25 歳） 扶養手当：無、住居手当：有 

給与月額 年間給与 

改定前 改定後 差 改定前 改定後 差 

218,492 円 220,304 円 1,812 円 3,568 千円 3,523 千円 △45 千円 

○ケース２  係長（４級 61 号給、40 歳） 

扶養手当：配偶者、子 2人（教育加算無）、住居手当：有 

給与月額 年間給与 

改定前 改定後 差 改定前 改定後 差 

453,776 円 451,996 円 △1,780 円 7,579 千円 7,384 千円 △195 千円

○ケース３  課長（６級 69 号給、45 歳） 

扶養手当：配偶者、子 2人（教育加算無）、住居手当：有 

給与月額 年間給与 

改定前 改定後 差 改定前 改定後 差 

637,636 円 636,154 円 △1,482 円 10,627 千円 10,363 千円 △264 千円

○ケース４  部長（８級 55 号給、50 歳） 

扶養手当：配偶者、子 2人（内教育加算 1人）、住居手当：有 

給与月額 年間給与 

改定前 改定後 差 改定前 改定後 差 

761,292 円 759,823 円 △1,469 円 12,806 千円 12,483 千円 △323 千円

 

 ６ 実施時期 

  ・給与水準引下げの改定であるため、遡及することなく、改正条例の公布の日の属す

る月の翌月の初日（公布の日が月の初日であるときは、その日）から実施 

  ・平成 21 年４月から改定の実施前日までの期間に係る公民較差相当分について、平成

18 年の勧告に準じ、本年度中に支給される期末手当の額において所要の調整を実施 

 

Ⅲ 特別区の給与構造の改革 

 １ 地域手当の支給割合 

  ・国等との制度上の均衡を図り、区民に理解されやすい給与制度とする趣旨等から、 

これまでと同様の取扱い 

 ２ 給与カーブのフラット化 

  ・国や民間賃金の状況を踏まえ、Ⅰ類初任給までの号給等の給料月額を据え置き、若

年層の引下げを緩和することにより、中高齢層職員との世代間配分を是正 

 

Ⅳ 超過勤務手当の支給割合等 

  ・労働基準法の改正の趣旨及び国や他団体の動向を踏まえ、超過勤務手当の支給割合

等の取扱いについて、適切な対応が必要 
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Ⅴ 国家公務員退職手当法の改正に関連する退職手当条例の改正 

  ・職員の退職手当に関する条例等の改正に向けて、国家公務員退職手当法改正の趣旨

及び国や他の地方公共団体の動向を踏まえた適切な対応が必要 

   

Ⅵ 教育職員の給与制度 

  ・区費負担の小・中学校教育職員及び区が設置する中等教育学校の教育職員に適用さ

れる給与制度は、東京都の教育職員との均衡を考慮して改定等を行うことが適当 

  ・ 幼稚園教育職員給料表については、今後、任命権者において得られる結論をもとに、

給料表等を作成 

 

 人事制度、勤務環境の整備等に関する報告（意見）  

Ⅰ 人事制度の整備 

 １ 人材確保 

  ・特別区は平成 19 年度採用試験からコンピテンシー面接を本格的に導入、人物重視の

採用を強化。有為の人材を採用するため、人物重視の選抜をさらに徹底 

  ・複雑・高度化の進む行政課題に即応するには、より幅広く人材を確保することが重

要であり、経験者採用試験・選考の受験資格等の見直しを検討することが必要 

 ２ 人材育成 

  ・管理職選考の申込率が長期低迷しているほか、係長・主任主事選考の受験率も低下

傾向。任命権者は、職員の昇任意欲醸成のための組織的支援が必要 

  ・人事評価制度については、今後、研修等との連携を進め、人事評価制度に基く人材

育成の取組みを充実させることが重要 

 ３ 人材活用 

  ・国家公務員の定年年齢延長に関する人事院勧告や特別区がベテラン職員の大量定年

退職期にあることから、高齢職員の任用・給与制度のあり方の研究が必要 

  ・任命権者は、行政専門職制度等の活用により、複雑・高度化の進む行政課題に迅速・

的確に対応していくことが重要  

 

Ⅱ 勤務環境の整備 

 １ 職業生活と家庭生活の両立支援 

  ・ワーク・ライフ・バランスは、一般職員・管理職員ともに、確保されるべきであり、

任命権者は、休暇等を利用しやすい勤務環境づくりが必要 

２ 超過勤務の縮減  

・超過勤務の縮減は、職員の健康保持、公務能率の維持・向上の観点から重要 

  ・超過勤務が常態化している職場は原因を明確にし、実効性のある取組みが必要 

３ メンタルヘルスの推進 

  ・心の健康に関する予防等の未然防止策、早期発見・早期対応等の対策の推進が必要 

 

Ⅲ 公務員倫理の確立 

  ・公務に対する社会の目が厳しさを増している中、改めて全ての職員が公務員として

の意識を高め、区民の信託に応えられるよう、不断の取組みが必要 

 

 


